
第５１号議案 

品川区指定地域密着型サービスの事業の人員、設備および運営の基準等に

関する条例の一部を改正する条例 
第５２号議案 

品川区指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備および運営な

らびに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支

援の方法の基準等に関する条例の一部を改正する条例 

１ 改正の理由 

指定地域密着型サービスおよび指定地域密着型介護予防サービスの基準等を定める厚

生労働省令が改正されたことに伴い、基準を見直すほか必要な規定整備を行う。 

２ 改正の内容 ※新旧対照表 資料１および資料２のとおり 

（１）認知症に関する規定 

  認知症に関する規定の変更（資料１第５９条 資料２第４条）

 ・認知症に関する規定について従来は介護保険法第５条の２で規定していたが、第５

条の２に第２項、第３項が追加されたため、従前の基準に合わせるために第１項を

追記する。 

（２）定期巡回・随時対応型訪問介護看護、夜間対応型訪問介護 

  訪問介護員に係る基準の見直し（資料１第５条・第 46 条）

 ・訪問介護員の資格については、訪問介護サービスに規定される基準を準用している。

この訪問介護における訪問介護員の資格に生活援助のみを行うことができる生活援

助従事者研修課程が新設された。しかし、この生活援助従事者研修課程の資格では、

定期巡回・随時対応型訪問介護看護、夜間対応型訪問介護のサービス提供内容を適

切に履行できないことから、従前の資格基準を維持するために資格要件について「介

護職員初任者研修課程を修了した者に限る」ことを規定する。 

 （３）その他の改正 

  以上の改正に伴う規定整備および文言の整理を行う。 

（資料１第 16 条・第 61 条） 

３ 施行期日 

  公布日 

厚 生 委 員 会 資 料 

平 成 ３ ０ 年 ７ 月 ２ 日 

福祉部高齢者福祉課 



（参考）介護保険法 新旧対照表 

新 旧 

（認知症に関する施策の総合的な推進等） 

第五条の二 国及び地方公共団体は、認知症

（脳血管疾患、アルツハイマー病その他の要因

に基づく脳の器質的な変化により日常生活に支

障が生じる程度にまで記憶機能及びその他の

認知機能が低下した状態をいう。以下同じ。）に

対する国民の関心及び理解を深め、認知症で

ある者への支援が適切に行われるよう、認知症

に関する知識の普及及び啓発に努めなければ

ならない。 

２ 国及び地方公共団体は、被保険者に対して

認知症に係る適切な保健医療サービス及び福

祉サービスを提供するため、認知症の予防、診

断及び治療並びに認知症である者の心身の特

性に応じたリハビリテーション及び介護方法に

関する調査研究の推進並びにその成果の活用

に努めるとともに、認知症である者を現に介護

する者の支援並びに認知症である者の支援に

係る人材の確保及び資質の向上を図るために

必要な措置を講ずることその他の認知症に関す

る施策を総合的に推進するよう努めなければな

らない。 

３ 国及び地方公共団体は、前項の施策の推進

に当たっては、認知症である者及びその家族の

意向の尊重に配慮するよう努めなければならな

い。 

（認知症に関する施策の総合的な推進等） 

第五条の二 国及び地方公共団体は、認知症

（脳血管疾患、アルツハイマー病その他の要因

に基づく脳の器質的な変化により日常生活に支

障が生じる程度にまで記憶機能及びその他の

認知機能が低下した状態をいう。以下同じ。）に

対する国民の関心及び理解を深め、認知症で

ある者への支援が適切に行われるよう、認知症

に関する知識の普及及び啓発に努めなければ

ならない。 
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資料１ 

新旧対照表 

○品川区指定地域密着型サービスの事業の人員、設備および運営の基準等に関する条例 

新 旧 

（指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護） （指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護） 

第５条 前条に規定する援助等を行うため、指定定期巡回・随時対応型訪問介

護看護においては、次の各号に掲げるサービスを提供するものとする。 

第５条 前条に規定する援助等を行うため、指定定期巡回・随時対応型訪問介

護看護においては、次の各号に掲げるサービスを提供するものとする。 

(１) 訪問介護員等（指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の提供に当た

る介護福祉士または法第８条第２項に規定する政令で定める者（介護保険

法施行規則（平成11年厚生省令第36号。以下「施行規則」という。）第22

条の23第1項に規定する介護職員初任者研修過程を修了した者に限る。）を

いう。以下この章において同じ。）が、定期的に利用者の居宅を巡回して

行う日常生活上の世話（以下この章において「定期巡回サービス」という。）

(１) 訪問介護員等（指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の提供に当た

る介護福祉士または法第８条第２項に規定する政令で定める者をいう。以

下この章において同じ。）が、定期的に利用者の居宅を巡回して行う日常

生活上の世話（以下この章において「定期巡回サービス」という。） 

（第2号から第4号まで省略） 

（法定代理受領サービスの提供を受けるための援助） （法定代理受領サービスの提供を受けるための援助） 

第16条 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、指定定期巡回・随

時対応型訪問介護看護の提供の開始に際し、利用申込者が施行規則第65条の

４各号のいずれにも該当しないときは、当該利用申込者またはその家族に対

し、居宅サービス計画（法第８条第24項に規定する居宅サービス計画をいう。）

の作成を指定居宅介護支援事業者に依頼する旨を区に対して届け出ること等

により、指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の提供を法定代理受領サー

ビスとして受けることができる旨を説明すること、指定居宅介護支援事業者

に関する情報を提供することその他の法定代理受領サービスを行うために必

要な援助を行わなければならない。 

第16条 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、指定定期巡回・随

時対応型訪問介護看護の提供の開始に際し、利用申込者が介護保険法施行規

則（平成11年厚生省令第36号。以下「施行規則」という。）第65条の４各号

のいずれにも該当しないときは、当該利用申込者またはその家族に対し、居

宅サービス計画（法第８条第24項に規定する居宅サービス計画をいう。）の

作成を指定居宅介護支援事業者に依頼する旨を区に対して届け出ること等に

より、指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の提供を法定代理受領サービ

スとして受けることができる旨を説明すること、指定居宅介護支援事業者に

関する情報を提供することその他の法定代理受領サービスを行うために必要

な援助を行わなければならない。 

（指定夜間対応型訪問介護） （指定夜間対応型訪問介護） 

第46条 前条に規定する援助を行うため、指定夜間対応型訪問介護においては、

定期的に利用者の居宅を巡回して行う夜間対応型訪問介護（以下この章にお

いて「定期巡回サービス」という。）、あらかじめ利用者の心身の状況、そ

の置かれている環境等を把握したうえで、随時、利用者からの通報を受け、

通報内容等を基に訪問介護員等（指定夜間対応型訪問介護の提供に当たる介

護福祉士または法第８条第２項に規定する政令で定める者（施行規則第22条

の23第1項に規定する介護職員初任者研修課程を修了した者に限る。）をいう。

第46条 前条に規定する援助を行うため、指定夜間対応型訪問介護においては、

定期的に利用者の居宅を巡回して行う夜間対応型訪問介護（以下この章にお

いて「定期巡回サービス」という。）、あらかじめ利用者の心身の状況、そ

の置かれている環境等を把握したうえで、随時、利用者からの通報を受け、

通報内容等を基に訪問介護員等（指定夜間対応型訪問介護の提供に当たる介

護福祉士または法第８条第２項に規定する政令で定める者をいう。以下この

章において同じ。）の訪問の要否等を判断するサービス（以下「オペレーシ
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新 旧 

以下この章において同じ。）の訪問の要否等を判断するサービス（以下「オ

ペレーションセンターサービス」という。）およびオペレーションセンター

（オペレーションセンターサービスを行うための次条第１項第１号に規定す

るオペレーションセンター従業者を置いている事務所をいう。以下同じ。）

等からの随時の連絡に対応して行う夜間対応型訪問介護（以下この章におい

て「随時訪問サービス」という。）を提供するものとする。 

ョンセンターサービス」という。）およびオペレーションセンター（オペレ

ーションセンターサービスを行うための次条第１項第１号に規定するオペレ

ーションセンター従業者を置いている事務所をいう。以下同じ。）等からの

随時の連絡に対応して行う夜間対応型訪問介護（以下この章において「随時

訪問サービス」という。）を提供するものとする。 

（第２項省略）  

（指定地域密着型通所介護の具体的取扱方針） （指定地域密着型通所介護の具体的取扱方針） 

第59条の９ 指定地域密着型通所介護の方針は、次に掲げるところによるもの

とする。 

第59条の９ 指定地域密着型通所介護の方針は、次に掲げるところによるもの

とする。 

（第1号から第5号まで省略） 

(６) 指定地域密着型通所介護事業者は、常に利用者の心身の状況を的確に

把握しつつ、相談援助等の生活指導、機能訓練その他必要なサービスを利

用者の希望に添って適切に提供する。特に、認知症（法第５条の２第１項

に規定する認知症をいう。以下同じ。）である要介護者に対しては、必要

に応じ、その特性に対応したサービスの提供ができる体制を整えるものと

する。 

(６) 指定地域密着型通所介護事業者は、常に利用者の心身の状況を的確に

把握しつつ、相談援助等の生活指導、機能訓練その他必要なサービスを利

用者の希望に添って適切に提供する。特に、認知症（法第５条の２に規定

する認知症をいう。以下同じ。）である要介護者に対しては、必要に応じ、

その特性に対応したサービスの提供ができる体制を整えるものとする。 

（従業者の員数） （従業者の員数） 

第61条 単独型指定認知症対応型通所介護（特別養護老人ホーム等（特別養護

老人ホーム（老人福祉法（昭和38年法律第133号）第20条の５に規定する特別

養護老人ホームをいう。以下同じ。）、同法第20条の４に規定する養護老人

ホーム、病院、診療所、介護老人保健施設、介護医療院、社会福祉施設また

は特定施設をいう。以下この項において同じ。）に併設されていない事業所

において行われる指定認知症対応型通所介護をいう。以下同じ。）の事業を

行う者および併設型指定認知症対応型通所介護（特別養護老人ホーム等に併

設されている事業所において行われる指定認知症対応型通所介護をいう。以

下同じ。）の事業を行う者（以下「単独型・併設型指定認知症対応型通所介

護事業者」という。）が当該事業を行う事業所（以下「単独型・併設型指定

認知症対応型通所介護事業所」という。）ごとに置くべき従業者の員数は、

次のとおりとする。 

第61条 単独型指定認知症対応型通所介護（特別養護老人ホーム等（特別養護

老人ホーム（老人福祉法（昭和38年法律第133号）第20条の５に規定する特別

養護老人ホームをいう。以下同じ。）、同法第20条の４に規定する養護老人

ホーム、病院、診療所、介護老人保健施設、介護医療院、社会福祉施設また

は特定施設に併設されていない事業所において行われる指定認知症対応型通

所介護をいう。以下同じ。））の事業を行う者および併設型指定認知症対応

型通所介護（特別養護老人ホーム等に併設されている事業所において行われ

る指定認知症対応型通所介護をいう。以下同じ。）の事業を行う者（以下「単

独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業者」という。）が当該事業を行

う事業所（以下「単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業所」という。）

ごとに置くべき従業者の員数は、次のとおりとする。 

（第１号から第３号省略） 

（第２項から第７項省略） 

付則 
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新 旧 

この条例は、公布の日から施行する。
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資料２ 

新旧対照表 

○品川区指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備および運営ならびに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方

法の基準等に関する条例 

新 旧 

第４条 指定地域密着型介護予防サービスに該当する介護予防認知症対応型通

所介護（以下「指定介護予防認知症対応型通所介護」という。）の事業は、

その認知症（法第５条の２第１項に規定する認知症をいう。以下同じ。）で

ある利用者（その者の認知症の原因となる疾患が急性の状態にある者を除く。

以下同じ。）が可能な限りその居宅において、自立した日常生活を営むこと

ができるよう、必要な日常生活上の支援および機能訓練を行うことにより、

利用者の心身機能の維持回復を図り、もって利用者の生活機能の維持または

向上を目指すものでなければならない。 

第４条 指定地域密着型介護予防サービスに該当する介護予防認知症対応型通

所介護（以下「指定介護予防認知症対応型通所介護」という。）の事業は、

その認知症（法第５条の２に規定する認知症をいう。以下同じ。）である利

用者（その者の認知症の原因となる疾患が急性の状態にある者を除く。以下

同じ。）が可能な限りその居宅において、自立した日常生活を営むことがで

きるよう、必要な日常生活上の支援および機能訓練を行うことにより、利用

者の心身機能の維持回復を図り、もって利用者の生活機能の維持または向上

を目指すものでなければならない。 

付 則  

この条例は、公布の日から施行する。 


